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き上げによって IMF に緊急融資を要請するに至った 1997 年の通貨危機は国難として国民の心に
深く刻まれている。通貨危機によって一層の対外自由化を迫られた韓国は，対外資金の流出入に
より脆弱になってしまった。その結果，2008年のリーマンショック時には通貨危機一歩手前まで
追い込まれ，昨年夏のギリシャ危機の際にも通貨ウォンの大幅下落を経験することになった。そ
の後も世界経済は不安定な状態が続いているなかで，いつまた経済危機が韓国に波及するかもし
れないという不安感を多くの韓国国民は抱えている。 
 第二には，財閥に対する国民のアンビバレントな感情である。財閥のプレゼンスがあまりに大
きくなり社会的格差も深刻さを増すなかで，財閥に対する批判の声は日増しに高まっている。し
かし同時に，世界市場を席巻するサムスン電子や現代自動車に対して国民の多くが誇らしさを感
じており，韓国経済がこれら輸出企業に支えられている現実も理解している。そうしたなかで本
書が主張する，単に財閥を叩くのではなく利用しようという提案は多くの読者にとって受け入れ
やすい主張であったと考えられる。 
 財閥に対する関心が高まるなかで，財閥政策に関する論争は進歩系のなかだけでなく保守系の
なかでも活発におこなわれるようになっている。年末の大統領選挙への立候補を目指す朴槿惠議
員の側近及び与党議員のなかでも，自由な企業活動を最大限尊重する現政権の路線を維持するべ
きとする主張と，財閥の野放図な拡大を制限する措置を強化するべきとする主張が存在している。
大統領選挙が近づくにつれて，財閥をめぐる議論はますます激しさを増しそうである。 
 
